
１． 官庁営繕積算関係基準類について

官庁営繕事業に関する積算関係基準類について

は，現在，図―１に示すように七つの基準類を整

備し，運用しているところです。総括的な基準と

なる公共建築工事積算基準をはじめとして，設計

図書から数量の計測・計算方法を定める公共建築

数量積算基準および公共建築設備数量積算基準，

標準歩掛りや市場単価の取扱い等の単価および価

格の算定に関する事項を定める公共建築工事標準

単価積算基準（以下「単価積算基準」という），

共通費を構成する共通仮設費，現場管理費および

一般管理費等の区分と算定方法を定める公共建築

工事共通費積算基準（以下「共通費積算基準」と

いう）から公共建築工事の積算基準は構成され，

これらの他に書式として，公共建築工事内訳書標

準書式および公共建築工事見積標準書式を定めて

います。

これらの積算関係基準類は，「官庁営繕関係基

準類等の統一化に関する関係省庁連絡会議」にお

いて統一基準として決定されたものであり，国土

交通省のほか各府省庁において運用されていま

す。また積算関係基準類の統一化にあたり，公共

建築工事積算研究会（国土交通省を含め１２の国等

発注機関で構成）が検討体制として位置付けら

れ，積算関係統一基準類の改定等も含めた原案の

検討・作成を行っています。

以下では，昨年度末に改定を行った単価積算基

準の改定内容，および共通費積算基準の平成２２年

度の改定へ向けた取り組みについて紹介します。

官庁営繕工事における
積算関係基準類の改定について

国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課

図―１ 積算関係統一基準類
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２． 市場単価方式の適用工種の拡大について
（単価積算基準の改定）

市場単価方式は，従来の歩掛り等を用いたいわ

ゆる積上げ積算方式に替わる手法として，市場性

などの諸要件を満足する工種について，元請・下

請専門工事業者間の取引価格をそのまま積算に用

いる方式であり，市場単価方式の導入により以下

の効果が期待できます。

� 積算の機動性が確保できる（四半期ごと・年

４回の公表）。

� 市場における各種の価格要因を総合的に予定

価格へ反映できる。

� 元請・下請間の取引価格の適正化が図れる。

� 新技術・新工法について積算対応の円滑化が

図れ，コスト縮減につながる。

� 発注者側および受注者側の積算業務の効率

化・省力化が図れる。

昨今，わが国の厳しい財政状況等を背景とし

て，積算を取り巻く情勢が著しく変化し，労働者

の高齢化，建設技術の進展，施工条件・形態等の

変化に対応した合理的な積算が求められていま

す。市場単価方式はこのような社会情勢の変化に

的確に対応し，施工実態を速やかに反映し適正で

効率的な積算を進めていく上で有効な積算方式で

あり，国土交通省公共工事コスト構造改善プログ

ラムにおいても市場単価方式の適用工種の拡大を

具体的施策の一つとして掲げ，その取り組みを進

めているところです。

市場単価方式の導入にあたっては，その工種に

ついて適用可能性を判断するため調査を実施する

とともに，一定期間実際の発注工事の積算で試行

し，妥当性を検証した後に新たな追加工種として

導入することとしています。平成２１年度からは，

新たに建築工事の吹付け工事および機械設備工事

の保温（配管）の２工種を追加しました。

１）吹付け工事

外装薄塗材E，可とう形外装薄塗材E，防水形

外装薄塗材E，内装薄塗材E，複層塗材E，複層

塗材RE，複層塗材Si，防水形複層塗材E

２）保温（配管）

給水管，排水管，給湯管，温水管，冷水管，冷

温水管，蒸気管に用いる保温（グラスウール）

表―１ 市場単価本施行工種

年 度 建築工事 電気設備工事 機械設備工事

平成１１年度 型枠
鉄筋加工組立
防水

屋内配管 ダクト（亜鉛鉄板製）

平成１２年度 コンクリート打設
コンクリート圧送
鉄筋圧接

ケーブルラック
位置ボックス

衛生器具取付け

平成１３年度 左官 プルボックス
金属製可とう電線管
接地極，接地埋設標

ダクト（チャンバー，ボックス）

平成１４年度 土工
塗装

２種金属線ぴ 制気口・ダンパー類取付け

平成１５年度 軽量鉄骨下地 防火区画貫通処理 保温（ダクト）

平成１６年度 内装ボード ― ―

平成１７年度 内装床 絶縁電線 ―

平成１８年度 ガラス ― ―

平成１９年度 シーリング 絶縁ケーブル ―

平成２０年度 ― ― ―

平成２１年度 吹き付け工事 ― 保温（配管）
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単価積算基準については，これら工種の市場単

価方式の導入に伴う改定を平成２０年度末に行って

おり，当該部分に係る歩掛りは単価積算基準から

削除し，参考資料扱いにしています。また，その

他に建設機械等損料算定表の改定に合わせて「ト

ラック運転」等の燃料および機械損料の数値の変

更等を行っています。

市場単価方式は，平成１１年度より導入し，その

後は順次適用工種を拡大してきており，歩掛りか

ら市場単価方式への移行は着実に進んできたとこ

ろです（表―１参照）。市場単価方式への移行は

当該工種の市場性など諸要件が前提となるため，

すべての工種に適用することは困難な面があるこ

とを踏まえると，今後は，引き続き適用工種の拡

大の検討を進めるとともに，すでに移行した市場

単価の活用範囲を広げるため，適切な補正方法の

検討を進める必要があると考えています。

３． 共通費積算基準の改定に向けて

共通費は，共通仮設費，現場管理費および一般

管理費等に区分され，おのおのの算定方法を共通

費積算基準で定めています（図―２参照）。

・共通仮設費…各工事種目に共通の仮設に要する

費用。

・現場管理費…工事施工にあたり，工事現場を管

理運営するために必要な費用で，共通仮設費以

外の費用。

・一般管理費等…一般管理費と付加利益であり，

工事施工にあたる受注者の継続運営に必要な費

用。

共通費の算定方法は，それぞれの対象工事費に

対する比率により算定することを基本としていま

す。つまり，共通仮設費であれば直接工事費に対

する比率（共通仮設費率），現場管理費であれば

純工事費に対する比率（現場管理費率），一般管

理費等であれば工事原価に対する比率（一般管理

費等率）を過去の実績等により定めており，これ

らの比率を用いて共通仮設費，現場管理費および

一般管理費等を算出します。なお，共通仮設費率

には仮囲いや要重機械器具の費用など工事ごとに

大きく内容が相違するものについては含まれてい

ないので，これらの費用は現場条件に合わせて費

用を積み上げにより加算することとしています。

今回の共通費積算基準の改定において検討対象

としているのは，共通仮設費および現場管理費の

算定方法です。

現行の共通仮設費および現場管理費の算定方法

は，平成９年度および平成１０年度に実施した共通

費実態調査の結果をもとに定めており，平成１１年

度に積算基準として策定しています。毎年度実施

している共通費モニタリング調査の結果では，現

行基準と比べて共通仮設費および現場管理費ごと

の全体の額としては大きな乖離はなく，有意な動

向の変化は見られませんでした。

しかしながら，現行基準のもととなる実態調査

の実施からは約１０年が経過しており，その当時か

らは工事管理の方法や現場運営の状況等は大きく

変化しているものと考えられます。また，社会情

勢，入札契約方式の変化や公共工事の入札動向も

変化していることも踏まえ，工事現場の実態を的

確に把握し，積算に反映させることを目的とし

て，共通費積算基準の改定に向けて実態調査を行

うこととしました。

平成２０年度は，共通費実態調査の実施に先立っ

て，学識経験者，公共工事発注機関および関係団

体をメンバーとした公共建築工事共通費実態調査

検討委員会（委員長 遠藤和義工学院大学教授）

を設置し，調査内容や分析方法等を検討し，調査

票の作成を行いました。

また平成２１年度からは，各府省庁や都道府県等

の公共建築工事発注機関の協力のもと，これらの

機関から発注された建築工事，電気設備工事，機

械設備工事および昇降機設備工事を対象として実

態調査を行い，調査結果をもとに平成２２年度中に

共通費積算基準の改定を行う予定です。

現行の各共通費の算定方法は，前述のとおり，

それぞれの対象工事費に対する比率により算定す

ることを基本としています。したがって，各共通

費の積算額は，積み上げの内容はあるものの，そ
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の大半が工事規模の大きさで決定されることにな

ります。これは，現行の共通費積算基準策定の際

に行った実態調査の結果からは，共通仮設費およ

び現場管理費は工事規模との相関性が高く見ら

れ，他の項目との関連性は見られなかったことに

よるものです。

しかしながら，実際の工事施工に当たっては，

共通仮設費や現場管理費にかかる費用は，工事規

模だけでなく，その工事内容や施工条件，工期等

によって変わるものと考えられます。特に人件費

が６割程度占める現場管理費については，工期に

よって変動するものと考えられ，工事規模に比べ

工期が長くなる傾向のある改修工事においてはそ

の影響は大きいものと考えられます。

今回の共通費実態調査の分析においては，現場

管理費と工期との関係分析を重点的に行うことと

しており，その関係が明らかになれば，その結果

を共通費積算基準に反映させたいと考えていま

す。

工事費積算において必要な費用を適切に見込む

ことは，公共工事の品質を確保する上でも必要で

す。また，そのためには実態調査により的確に工

事現場の実態を把握することが重要です。実態調

査の対象となる発注機関および受注業者の方のご

理解，ご協力をよろしくお願いします。

４． おわりに

国内建設市場における建築工事については，そ

の大半を民間工事が占めており，公共工事の入札

価格は民間の建設投資動向に大きく影響を受ける

ことから，公共建築工事の工事費積算では，市場

の実態や動向をより的確に把握することが必要に

なります。元請・下請専門工事業者間の取引価格

を積算に採用する市場単価方式は，市場の実態や

動向を的確に反映する一つの手法として適用工種

の拡大の取り組みを行っているものであり，その

他の積算基準の改定においても，この点を常に意

識して取り組んでいきたいと考えています。

また昨年度から，入札参加者から提出される入

札時の工事費内訳書や請負者から提出される契約

時の請負代金内訳書，発注者の予定価格内訳書等

を収集することとしました。これらのデータを分

析することにより，現行積算基準の検証や新たな

積算手法の検討を行うとともに，工事費積算を行

う上での有益な参考情報として活用することとし

ています。

これらの取り組みを通じて，積算業務の省力

化・効率化の検討を行うとともに，積算価格の説

明性・市場性のより一層の向上を図り，より適切

な工事費積算に努めていきたいと考えています。

図―２ 工事費の構成
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国土交通省港湾局では，国による港湾・海岸土

木請負工事の発注に当たり，その予定価格の基礎

となる積算価格を適正に算出するために「港湾請

負工事積算基準」を制定している。この積算基準

は，毎年，施工実態等を調査・分析し，社会情勢

の変化，工事規模の大型化・多様化，さらには技

術革新等の施工環境の変化に迅速かつ適切に対応

するために所要の改定を行っている。

１． はじめに

港湾工事は，施工場所の大部分が海上や海中で

あるため陸上土木工事に比べて気象・海象条件等

の影響を受けやすく，また，施工規模の大型化や

建設地の沖合展開等により，施工環境はより厳し

いものとなってきている。このような条件下での

港湾・海岸工事の工事費を適正に算出するため

に，国土交通省港湾局では，標準的な施工形態を

「港湾請負工事積算基準」（以下「積算基準」とい

う）として制定している。この積算基準は，毎

年，施工実態等を調査・分析し，施工環境等の変

化に迅速かつ適切に対応するために所要の改定を

行っている。

また，積算基準の編成は，「港湾工事共通仕様

書」と同様に工事内容の細分化方法を工種の分類

ごとに標準的に規定した「港湾工事工種体系」に

合わせており，工事内容が受注者，発注者双方に

とって分かりやすいものにし，契約内容や事務処

理手続きの明確化に努めている。

２． 実態調査の概要

積算基準改定の基礎調査として実施されている

施工実態調査の概要は，以下のとおりである。

� 施工情報調査

施工情報調査は施工実態を調査・分析するもの

で，積算基準が施工実態を適正に反映しているか

を検討するための最も重要な情報の一つである。

従来は国土交通省発注工事を対象に調査を実施し

てきたが，サンプル数をより確保するため，平成

１６年度からは各都道府県等港湾管理者にも調査に

協力していただいている。

� モニタリング調査

モニタリング調査は，次に述べる詳細調査およ

び解析中の工種以外の全工種を対象に実施するも

ので，施工実態と積算基準との整合度合いを概略

的に把握し，詳細調査の必要性を判断するもので

ある。

� 詳細調査

モニタリング調査の結果等により，施工実態と

積算基準とに開きが認められると判断される場合

に，該当工種について詳細に調査を行うものであ

る。積算基準の改定は，この調査結果を分析し，

現行積算基準との比較検討を行った結果を反映し

平成２１年度 国土交通省
港湾請負工事積算基準の改定について

国土交通省港湾局技術企画課建設企画室
み うら けん

（前）建設調査第二係長 三浦 健

積算基準類の改正
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たものである。

� 未制定歩掛の調査

積算基準に歩掛が設定されていない工種のう

ち，汎用性が高く歩掛設定の要望が強い工種につ

いては，必要に応じ実態調査を実施し，積算基準

に反映している。

� 作業船稼働調査

港湾工事で使用する各種作業船の機械経費を算

定するための基準として「船舶および機械器具等

の損料算定基準」を定めているが，その基礎調査

として，毎年，民間各社が保有する作業船の稼働

実態を調査するものである。

� その他の調査

積算基準に関係する調査のうち，港湾・海岸工

事以外の工事と共通する事項については，国土交

通省の他部局や農林水産省等と共同で調査を行っ

ている。積算基準については，２省共同調査とし

て，主に陸上工種について，農林水産省と国土交

通省（河川，道路等，港湾，空港）とが共同で施

工実態を調査・分析している。港湾工事積算基準

に制定されている該当工種については，この調査

結果を反映している。

その他，公共事業労務費調査，間接工事費等諸

経費動向調査を毎年実施しており，積算基準をよ

り充実させるとともに，各関係部局，省庁との整

合を図るなどの調整を行っている。

３． 平成２１年度積算基準の主な改定点

� 実態調査等に基づく改定

施工実態調査および共同調査等に基づき，検

討・分析を行い，現行基準と施工実態とに開きの

見られる工種について改定した。

○基礎工，被覆・根固工，裏込・裏埋工（捨石投

入指示）

・標準投入指示量

・能力補正係数

・潜水士船労務構成

○基礎工，被覆・根固工，裏込・裏埋工（捨石均

し）

・標準均し能力

・能力補正係数

・潜水士船労務構成

○消波工（異形ブロック製作工）

・作業用クレーン機種規格

・製作歩掛

○海上地盤改良工（SCP工，SD工）

・揚錨船の規格

・海上測位方式

○浚渫・土捨工

・バージアンローダ船乗組員

� メンテナンス

積算基準の使いやすさや施工環境の変化等を反

映させるために積算基準の軽微な見直しを行っ

た。

○基礎工，被覆・根固工，裏込・裏埋工等

・扱い数量（１日当たり）としていた代価表に

ついて，NET数量（１，０００m3当たり）に改定

○浚渫・土捨工

・ポンプ浚渫船の標準装備として，GPS測位装

置損料を新たに追加

� 暫定基準関係

施工実績または基礎データの不足により基準化

できなかった工種（未制定工種）について，平成

８年度より順次暫定基準化への検討を進めてきて

おり，平成２０年度までに１７工種について暫定基準

を整備し運用している。

また本改定にて，各工種ごとに必要な積算歩掛

の補足資料を新たに追加し，積算基準に掲載して

いる。

４． おわりに

本積算基準の活用を通じて，港湾工事の標準的

な積算について受注者および発注者の共通の認識

が深まり，適正な事業の執行と効率的な社会資本

の整備が図られることを期待し，今後とも，関係

各位から寄せられるご意見等を踏まえ，より充実

した積算基準にしていきたいと考えている。

積算基準類の改正
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［平成２１年度の主な改定内容］

第１部 港湾土木請負工事積算基準

第１章 総則

１節 総則 改定なし

２節 積算の通則 改定なし

第２章 工事費の積算

１節 直接工事費 改定なし

２節 間接工事費 改定なし

第３章 直接工事費の施工歩掛

１節 浚渫・土捨工

� ポンプ浚渫船の標準装備として，GPS

測位装置損料を新たに追加し，検測待ち

による拘束費計上を廃止した。

� バージアンローダ船乗組員（普通船

員）を改定した。

２節 海上地盤改良工

� 揚描船の規格を１５t吊から２５t吊に改定

した。

� 測位機器損料を光波式位置測定器から

GPS測位装置へ改定した。

３節 基礎工（５節 被覆・根固工，９節

裏込・裏埋工含む）

� 標準投入指示量を改定した。

� 投入指示の能力補正係数を６区分から

２区分（水深，施工規模）に大括りし，

能力算定を簡素化した。

� 代価表の扱い数量（１日当たり）を

NET数量（１，０００m3当たり）に改定し

た。

� 標準均し能力を改定した。

� 捨石均しの能力補正係数を８区分から

５区分（割石質量，透明度，潮待ち，水

深，施工規模）に括り，能力算定を簡素

化した。

� 水深１５m以深の潜水作業については，

２人潜水方式（交互）を標準とし，能力

補正係数を改定した。

� 潜水士船労務構成の見直しとして，潜

水世話役を改定した。

４節 本体工 改定なし

５節 被覆・根固工

� ３節 基礎工と同様，能力補正係数等

について改定した。

６節 上部工 改定なし

７節 付属工 改定なし

８節 消波工

� ブロック重量７０tを超える場合の作業

用クレーンとして，クローラクレーン

２００t吊を設定した。

� コンクリート打設時の作業用クレーン

を，ラフテレーンクレーンからクローラ

クレーンへ改定した。

� 製作歩掛を改定した。また，雑材料率

を見直し足場の費用を明確化した。

９節 裏込・裏埋工

� ３節 基礎工と同様，能力補正係数等

について改定した。

１０節 埋立工 改定なし

１１節 陸上地盤改良工 改定なし

１２節 土工 改定なし

１３節 舗装工 改定なし

１４節 維持補修工 改定なし

積算基準類の改正
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１５節 構造物撤去工 改定なし

１６節 仮設工 改定なし

１７節 雑工 改定なし

第４章 市場単価 改定なし

第５章 間接工事費の施工歩掛

１節 回航・えい航費 改定なし

２節 運搬費 改定なし

３節 準備費 改定なし

４節 事業損失防止施設費 改定なし

５節 安全費 改定なし

６節 役務費 改定なし

７節 技術管理費 改定なし

８節 水雷・傷害等保険料

� 保険料率等について改定した。

９節 営繕費 改定なし

１０節 イメージアップ経費 改定なし

第２部 その他の積算基準

第１編 設計等業務 改定なし

第２編 測量・調査等業務

１節 測量業務

� 間接測量費の内容について「業務実績

の登録に要する費用」を追加した。

２節 水域環境調査業務 改定なし

３節 陸域環境調査業務 改定なし

４節 環境生物調査業務 改定なし

５節 磁気探査業務 改定なし

６節 潜水探査業務

・潜水探査

� 水深１５m以深の潜水作業について

は，２人潜水方式（交互）を標準と

し，能力補正係数を改定した。

第３編 土質調査業務

１節 土質調査業務 改定なし

第４編 船舶および機械器具の借上費

１節 船舶および機械器具の借上費

改定なし

単価表

� バージアンローダ船

施工実態を踏まえ，普通船員数を改定した。

� 潜水士船

施工実態を踏まえ，潜水世話役について改定

した。

［平成２１年度 船舶および機械器具等の

損料算定基準の改定について］

平成２０年４月に改定された現行基準につい

て，今般の作業船実態調査の結果を踏まえ，一

部改定することとした。

●改定概要

・実態調査の結果を踏まえ，ポンプ浚渫船，

サンドコンパクション船およびサンドドレ

ーン船の付属機器として，GPS測位装置損

料を新たに追加した。

積算基準類の改正
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